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制限行為能力者 【H28-2】

　制限行為能力者に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、
正しいものはどれか。
１．古着の仕入販売に関する営業を許された未成年者は、成年者と同一の行
為能力を有するので、法定代理人の同意を得ないで、自己が居住するため
に建物を第三者から購入したとしても、その法定代理人は当該売買契約を
取り消すことができない。

２．被保佐人が、不動産を売却する場合には、保佐人の同意が必要である
が、贈与の申し出を拒絶する場合には、保佐人の同意は不要である。

３．成年後見人が、成年被後見人に代わって、成年被後見人が居住している
建物を売却する際、後見監督人がいる場合には、後見監督人の許可があれ
ば足り、家庭裁判所の許可は不要である。

４．被補助人が、補助人の同意を得なければならない行為について、同意を
得ていないにもかかわらず、詐術を用いて相手方に補助人の同意を得たと
信じさせていたときは、被補助人は当該行為を取り消すことができない。

〈こんな選択肢も出たことがある〉
①　未成年者は、婚姻をしているときであっても、その法定代理人の同意
を得ずに行った法律行為は、取り消すことができる。ただし、単に権利
を得、又は義務を免れる法律行為については、この限りではない。
②　父母とまだ意思疎通することができない乳児は、不動産を所有するこ
とができない。
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意思表示；強迫、心裡留保、虚偽表示 【H19-1】

　Ａ所有の甲土地についてのＡＢ間の売買契約に関する次の記述のうち、民
法の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。
1．Ａは甲土地を「1,000万円で売却する」という意思表示を行ったが当該
意思表示はＡの真意ではなく、Ｂもその旨を知っていた。この場合、Ｂが
「1,000万円で購入する」という意思表示をすれば、ＡＢ間の売買契約は有
効に成立する。

2．ＡＢ間の売買契約が、ＡとＢとで意を通じた仮装のものであったとして
も、Ａの売買契約の動機が債権者からの差押えを逃れるというものである
ことをＢが知っていた場合には、ＡＢ間の売買契約は有効に成立する。

3．Ａが第三者Ｃの強迫によりＢとの間で売買契約を締結した場合、Ｂがそ
の強迫の事実を知っていたか否かにかかわらず、ＡはＡＢ間の売買契約に
関する意思表示を取り消すことができる。

4．ＡＢ間の売買契約が、Ａが泥酔して意思無能力である間になされたもの
である場合、Ａは、酔いから覚めて売買契約を追認するまではいつでも売
買契約を取り消すことができ、追認を拒絶すれば、その時点から売買契約
は無効となる。
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意思表示；錯誤、詐欺、強迫 【H23-1】

　Ａ所有の甲土地につき、ＡとＢとの間で売買契約が締結された場合におけ
る次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。
1．Ｂは、甲土地は将来地価が高騰すると勝手に思い込んで売買契約を締結
したところ、実際には高騰しなかった場合、動機の錯誤を理由に本件売買
契約を取り消すことができる。

2．Ｂは、第三者であるＣから甲土地がリゾート開発される地域内になると
だまされて売買契約を締結した場合、ＡがＣによる詐欺の事実を知ってい
たとしても、Ｂは本件売買契約を詐欺を理由に取り消すことはできない。

3．ＡがＢにだまされたとして詐欺を理由にＡＢ間の売買契約を取り消した
後、Ｂが甲土地をＡに返還せずにＤに転売してＤが所有権移転登記を備え
ても、ＡはＤから甲土地を取り戻すことができる。

4．ＢがＥに甲土地を転売した後に、ＡがＢの強迫を理由にＡＢ間の売買契
約を取り消した場合には、ＥがＢによる強迫につき知らなかったときであ
っても、ＡはＥから甲土地を取り戻すことができる。

3

〈こんな選択肢も出たことがある〉
ＡがＢに対し土地の売却の意思表示をしたが、その意思表示は錯誤によ
るものであった。錯誤を理由としてこの売却の意思表示が無効となる場
合、意思表示者であるＡがその錯誤を認めていないときは、Ｂはこの売却
の意思表示の無効を主張できる。
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代　理 【H22-2】

　ＡがＡ所有の甲土地の売却に関する代理権をＢに与えた場合における次の
記述のうち、民法の規定によれば、正しいものはどれか。なお、表見代理は
成立しないものとする。
1．Ａが死亡した後であっても、ＢがＡの死亡の事実を知らず、かつ、知ら
ないことにつき過失がない場合には、ＢはＡの代理人として有効に甲土地
を売却することができる。

2．Ｂが死亡しても、Ｂの相続人はＡの代理人として有効に甲土地を売却す
ることができる。

3．18歳であるＢがＡの代理人として甲土地をＣに売却した後で、Ｂが18歳
であることをＣが知った場合には、ＣはＢが未成年者であることを理由に
売買契約を取り消すことができる。

4．Ｂが売主Ａの代理人であると同時に買主Ｄの代理人としてＡＤ間で売買
契約を締結しても、あらかじめ、Ａ及びＤの承諾を受けていれば、この売
買契約は有効である。

〈こんな選択肢も出たことがある〉
①　ＡがＡ所有の土地の売却に関する代理権をＢに与えた。Ｂが自らを
「売主Ａの代理人Ｂ」ではなく、「売主Ｂ」と表示して、買主Ｃとの間で
売買契約を締結した場合には、Ｂは売主Ａの代理人として契約している
とＣが知っていても、売買契約はＢＣ間に成立する。
②　Ａは不動産の売却を妻の父であるＢに委任し、売却に関する代理権を
Ｂに付与した。Ｂが、Ｂの友人Ｃを復代理人として選任することにつ
き、Ａの許諾を得たときは、Ｂはその選任に関し過失があったとして
も、Ａに対し責任を負わない。
③　ＡがＢの代理人としてＣとの間で、Ｂ所有の土地の売買契約を締結し
た。Ｂは未成年者であっても、Ａが成年に達した者であれば、Ｂの法定
代理人の同意又は許可を得ることなく、Ａに売買の代理権を与えて、Ｃ
との間で土地の売買契約を締結することができ、この契約を取消すこと
はできない。
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無権代理 【Ｈ24-4】

　Ａ所有の甲土地につき、Ａから売却に関する代理権を与えられていないＢ
が、Ａの代理人として、Ｃとの間で売買契約を締結した場合における次の記
述のうち、民法の規定及び判例によれば、誤っているものはどれか。なお、
表見代理は成立しないものとする。
1．Ｂの無権代理行為をＡが追認した場合には、ＡＣ間の売買契約は有効と
なる。

2．Ａの死亡により、ＢがＡの唯一の相続人として相続した場合、Ｂは、Ａ
の追認拒絶権を相続するので、自らの無権代理行為の追認を拒絶すること
ができる。

3．Ｂの死亡により、ＡがＢの唯一の相続人として相続した場合、ＡがＢの
無権代理行為の追認を拒絶しても信義則には反せず、ＡＣ間の売買契約が
当然に有効になるわけではない。

4．Ａの死亡により、ＢがＤとともにＡを相続した場合、ＤがＢの無権代理
行為を追認しない限り、Ｂの相続分に相当する部分においても、ＡＣ間の
売買契約が当然に有効になるわけではない。

〈こんな選択肢も出たことがある〉
ＢがＡの代理人としてＡ所有の甲土地について売買契約を締結した。Ｂ
が無権代理人であってＥとの間で売買契約を締結した後に、Ｂの死亡によ
りＡが単独でＢを相続した場合、Ｅは甲土地の所有権を当然に取得する。
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無権代理・表見代理 【H18-2】

　ＡはＢの代理人として、Ｂ所有の甲土地をＣに売り渡す売買契約をＣと締
結した。しかし、Ａは甲土地を売り渡す代理権は有していなかった。この場
合に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、誤っているもの
はどれか。
1．ＢがＣに対し、Ａは甲土地の売却に関する代理人であると表示していた
場合、Ａに甲土地を売り渡す具体的な代理権はないことをＣが過失により
知らなかったときは、ＢＣ間の本件売買契約は有効となる。

2．ＢがＡに対し、甲土地に抵当権を設定する代理権を与えているが、Ａの
売買契約締結行為は権限外の行為となる場合、甲土地を売り渡す具体的な
代理権がＡにあるとＣが信ずべき正当な理由があるときは、ＢＣ間の本件
売買契約は有効となる。

3．Ｂが本件売買契約を追認しない間は、Ｃはこの契約を取り消すことがで
きる。ただし、Ｃが契約の時において、Ａに甲土地を売り渡す具体的な代
理権がないことを知っていた場合は取り消せない。

4．Ｂが本件売買契約を追認しない場合、Ａは、Ｃの選択に従い、Ｃに対し
て契約履行又は損害賠償の責任を負う。ただし、Ｃが契約の時において、
Ａに甲土地を売り渡す具体的な代理権はないことを知っていた場合は責任
を負わない。

6

〈こんな選択肢も出たことがある〉
Ａが、Ｂから土地売買の委任状を受領した後、Ａについて破産手続開始
の決定があったのに、Ｃに当該委任状を示して売買契約を締結した場合、
Ｃは、Ａについて破産手続開始の決定があったことを知っていたときで
も、Ｂに対して土地の引渡しを求めることができる。

プラス
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取得時効 【H16-5】

　Ａ所有の土地の占有者がＡからＢ、ＢからＣと移った場合のＣの取得時効
に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、正しいものはどれ
か。
1．Ｂが平穏・公然・善意・無過失に所有の意思をもって8年間占有し、Ｃ
がＢから土地の譲渡を受けて2年間占有した場合、当該土地の真の所有者
はＢではなかったとＣが知っていたとしても、Ｃは10年の取得時効を主張
できる。

2．Ｂが所有の意思をもって5年間占有し、ＣがＢから土地の譲渡を受けて
平穏・公然に5年間占有した場合、Ｃが占有の開始時に善意・無過失であ
れば、Ｂの占有に瑕

か

疵
し

があるかどうかにかかわらず、Ｃは10年の取得時効
を主張できる。

3．Ａから土地を借りていたＢが死亡し、借地であることを知らない相続人
Ｃがその土地を相続により取得したと考えて利用していたとしても、Ｃは
Ｂの借地人の地位を相続するだけなので、土地の所有権を時効で取得する
ことはない。

4．Ｃが期間を定めずＢから土地を借りて利用していた場合、Ｃの占有が20
年を超えれば、Ｃは20年の取得時効を主張することができる。
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消滅時効 【H21-3】

　Ａは、Ｂに対し建物を賃貸し、月額10万円の賃料債権を有している。この
賃料債権の消滅時効に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれ
ば、誤っているものはどれか。
1．Ａが、Ｂに対する賃料債権につき支払督促の申立てをし、さらに期間内
に適法に仮執行の宣言の申立てをしたときは、消滅時効は中断する。

2．Ｂが、Ａとの建物賃貸借契約締結時に、賃料債権につき消滅時効の利益
はあらかじめ放棄する旨約定したとしても、その約定に法的効力は認めら
れない。

3．Ａが、Ｂに対する賃料債権につき内容証明郵便により支払を請求したと
きは、その請求により消滅時効は中断する。

4．Ｂが、賃料債権の消滅時効が完成した後にその賃料債権を承認したとき
は、消滅時効の完成を知らなかったときでも、その完成した消滅時効の援
用をすることは許されない。
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物権変動 【H19-6】

　不動産の物権変動の対抗要件に関する次の記述のうち、民法の規定及び判
例によれば、誤っているものはどれか。なお、この問において、第三者とは
いわゆる背信的悪意者を含まないものとする。
1．不動産売買契約に基づく所有権移転登記がなされた後に、売主が当該契
約に係る意思表示を詐欺によるものとして適法に取り消した場合、売主
は、その旨の登記をしなければ、当該取消後に当該不動産を買主から取得
して所有権移転登記を経た第三者に所有権を対抗できない。

2．不動産売買契約に基づく所有権移転登記がなされた後に、売主が当該契
約を適法に解除した場合、売主は、その旨の登記をしなければ、当該契約
の解除後に当該不動産を買主から取得して所有権移転登記を経た第三者に
所有権を対抗できない。

3．甲不動産につき兄と弟が各自2分の1の共有持分で共同相続した後に、
兄が弟に断ることなく単独で所有権を相続取得した旨の登記をした場合、
弟は、その共同相続の登記をしなければ、共同相続後に甲不動産を兄から
取得して所有権移転登記を経た第三者に自己の持分権を対抗できない。

4．取得時効の完成により乙不動産の所有権を適法に取得した者は、その旨
を登記しなければ、時効完成後に乙不動産を旧所有者から取得して所有権
移転登記を経た第三者に所有権を対抗できない。

〈こんな選択肢も出たことがある〉
Ａは、自己所有の甲地をＢに売却し引き渡したが、Ｂはまだ所有権移転
登記を行っていない。Ｄが、Ｂを欺き著しく高く売りつける目的で、Ｂが
所有権移転登記を行っていないことに乗じて、Ａから甲地を買い受け所有
権移転登記を得た場合、ＤはＢに対して甲地の所有権を主張することがで
きない。

9
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物権変動 【H24-6】

　Ａ所有の甲土地についての所有権移転登記と権利の主張に関する次の記述
のうち、民法の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。
1．甲土地につき、時効により所有権を取得したＢは、時効完成前にＡから
甲土地を購入して所有権移転登記を備えたＣに対して、時効による所有権
の取得を主張することができない。

2．甲土地の賃借人であるＤが、甲土地上に登記ある建物を有する場合に、
Ａから甲土地を購入したＥは、所有権移転登記を備えていないときであっ
ても、Ｄに対して、自らが賃貸人であることを主張することができる。

3．Ａが甲土地をＦとＧとに対して二重に譲渡してＦが所有権移転登記を備
えた場合に、ＡＧ間の売買契約の方がＡＦ間の売買契約よりも先になされ
たことをＧが立証できれば、Ｇは、登記がなくても、Ｆに対して自らが所
有者であることを主張することができる。

4．Ａが甲土地をＨとＩとに対して二重に譲渡した場合において、Ｈが所有
権移転登記を備えない間にＩが甲土地を善意のＪに譲渡してＪが所有権移
転登記を備えたときは、Ｉがいわゆる背信的悪意者であっても、Ｈは、Ｊ
に対して自らが所有者であることを主張することができない。

〈こんな選択肢も出たことがある〉
ＡがＢから甲土地を購入したところ、甲土地の所有者を名のるＣがＡに
対して連絡してきた。Ｃは債権者の追及を逃れるために売買契約の実態は
ないのに登記だけＢに移し、Ｂがそれに乗じてＡとの間で売買契約を締結
した場合には、ＣＢ間の売買契約が存在しない以上、Ａは所有権を主張す
ることができない。
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共　有 【H19-4】

　Ａ、Ｂ及びＣが、持分を各3分の1とする甲土地を共有している場合に関
する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、誤っているものはどれ
か。
１．共有者の協議に基づかないでＡから甲土地の占有使用を承認されたＤ
は、Ａの持分に基づくものと認められる限度で甲土地を占有使用すること
ができる。

２．Ａ、Ｂ及びＣが甲土地について、Ｅと賃貸借契約を締結している場合、
ＡとＢが合意すれば、Ｃの合意はなくとも、賃貸借契約を解除することが
できる。

３．Ａ、Ｂ及びＣは、5年を超えない期間内は甲土地を分割しない旨の契約
を締結することができる。

４．Ａがその持分を放棄した場合には、その持分は所有者のない不動産とし
て、国庫に帰属する。

11
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抵当権；総合 【H22-5】

　ＡはＢから2,000万円を借り入れて土地とその上の建物を購入し、Ｂを抵
当権者として当該土地及び建物に2,000万円を被担保債権とする抵当権を設
定し、登記した。この場合における次の記述のうち、民法の規定及び判例に
よれば、誤っているのはどれか。
1．ＡがＢとは別にＣから500万円を借り入れていた場合、Ｂとの抵当権設
定契約がＣとの抵当権設定契約より先であっても、Ｃを抵当権者とする抵
当権設定登記の方がＢを抵当権者とする抵当権設定登記より先であるとき
には、Ｃを抵当権者とする抵当権が第1順位となる。

2．当該建物に火災保険が付されていて、当該建物が火災によって焼失して
しまった場合、Ｂの抵当権は、その火災保険契約に基づく損害保険金請求
権に対しても行使することができる。

3．Ｂの抵当権設定登記後にＡがＤに対して当該建物を賃貸し、当該建物を
Ｄが使用している状態で抵当権が実行され当該建物が競売された場合、Ｄ
は競落人に対して直ちに当該建物を明け渡す必要はない。

4．ＡがＢとは別に事業資金としてＥから500万円を借り入れる場合、当該
土地及び建物の購入代金が2,000万円であったときには、Ｂに対して500万
円以上の返済をした後でなければ、当該土地及び建物にＥのために2番抵
当権を設定することはできない。

〈こんな選択肢も出たことがある〉
Ａは、Ｂに対する貸付金債権の担保のために、当該貸付金債権額にほぼ
見合う評価額を有するＢ所有の更地である甲土地に抵当権を設定し、その
旨の登記をした。その後、Ｂはこの土地上に乙建物を築造し、自己所有と
した。この場合、Ａは、Ｂに対し、乙建物の築造行為は、甲土地に対する
Ａの抵当権を侵害する行為であるとして、乙建物の収去を求めることがで
きる。

12
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担保物権 【H21-5】

　担保物権に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、正しいものはど
れか。
1．抵当権者も先取特権者も、その目的物が火災により焼失して債務者が火
災保険請求権を取得した場合には、その火災保険金請求権に物上代位する
ことができる。

2．先取特権も質権も、債権者と債務者との間の契約により成立する。
3．留置権は動産についても不動産についても成立するのに対し、先取特権
は動産については成立するが不動産については成立しない。

4．留置権者は、善良な管理者の注意をもって、留置物を占有する必要があ
るのに対し、質権者は、自己の財産に対するのと同一の注意をもって、質
物を占有する必要がある。

13
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売買；解除 【H17-9】

　売買契約の解除に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、
正しいものはどれか。
1．買主が、売主以外の第三者の所有物であることを知りつつ売買契約を締
結し、売主が売却した当該目的物の所有権を取得して買主に移転すること
ができない場合には、買主は売買契約の解除はできるが、損害賠償請求は
できない。

2．売主が、買主の代金不払を理由として売買契約を解除した場合には、売
買契約はさかのぼって消滅するので、売主は買主に対して損害賠償請求は
できない。

3．買主が、抵当権が存在していることを知りつつ不動産の売買契約を締結
し、当該抵当権の行使によって買主が所有権を失った場合には、買主は、
売買契約の解除はできるが、売主に対して損害賠償請求はできない。

4．買主が、売主に対して手付金を支払っていた場合には、売主は、自らが
売買契約の履行に着手するまでは、買主が履行に着手していても、手付金
の倍額を買主に支払うことによって、売買契約を解除することができる。

14
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賃貸借；借地権 【H17-13】

　借地人Ａが、平成15年9月1日に甲地所有者Ｂと締結した建物所有を目的
とする甲地賃貸借契約に基づいてＡが甲地上に所有している建物と甲地の借
地権とを第三者Ｃに譲渡した場合に関する次の記述のうち、民法及び借地借
家法の規定によれば、正しいものはどれか。
1．甲地上のＡ所有の建物が登記されている場合には、ＡがＣと当該建物を
譲渡する旨の合意をすれば、Ｂの承諾の有無にかかわらず、ＣはＢに対し
て甲地の借地権を主張できる。

2．Ａが借地権をＣに対して譲渡するに当たり、Ｂに不利になるおそれがな
いにもかかわらず、Ｂが借地権の譲渡の承諾をしない場合には、ＡはＢの
承諾に代わる許可を与えるように裁判所に申し立てることができる。

3．Ａが借地上の建物をＤに賃貸している場合には、ＡはあらかじめＤの同
意を得ておかなければ、借地権を譲渡することはできない。

4．ＡＢ間の借地契約が専ら事業の用に供する建物（居住の用に供するもの
を除く。）の所有を目的とし、かつ、存続期間を20年とする借地契約であ
る場合には、ＡはＢの承諾の有無にかかわらず、借地権をＣに対して譲渡
することができ、ＣはＢに対して甲地の借地権を主張できる。

15
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賃貸借；借地権の対抗力 【H24-11】

　賃貸借契約に関する次の記述のうち、民法及び借地借家法の規定並びに判
例によれば、誤っているものはどれか。
1．建物の所有を目的とする土地の賃貸借契約において、借地権の登記がな
くても、その土地上の建物に借地人が自己を所有者と記載した表示の登記
をしていれば、借地権を第三者に対抗することができる。

2．建物の所有を目的とする土地の賃貸借契約において、建物が全焼した場
合でも、借地権者は、その土地上に滅失建物を特定するために必要な事項
等を掲示すれば、借地権を第三者に対抗することができる場合がある。

3．建物の所有を目的とする土地の適法な転借人は、自ら対抗力を備えてい
なくても、賃借人が対抗力のある建物を所有しているときは、転貸人たる
賃借人の賃借権を援用して転借権を第三者に対抗することができる。

4．仮設建物を建築するために土地を一時使用として1年間賃借し、借地権
の存続期間が満了した場合には、借地権者は、借地権設定者に対し、建物
を時価で買い取るように請求することができる。

16
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賃貸借；借地権の存続期間 【H21-11】

　現行の借地借家法の施行後に設定された借地権に関する次の記述のうち、
借地借家法の規定によれば、正しいものはどれか。
1．借地権の当初の存続期間中に借地上の建物の滅失があった場合で、借地
権者が借地権設定者の承諾を得ないで残存期間を超えて存続すべき建物を
築造したときは、借地権設定者は地上権の消滅の請求又は土地の賃貸借の
解約の申入れをすることができる。

2．借地権の当初の存続期間が満了する場合において、借地権者が借地契約
の更新を請求したときに、建物がある場合は、借地権設定者が遅滞なく異
議を述べたときでも、その異議の理由にかかわりなく、従前の借地契約と
同一の条件で借地契約を更新したものとみなされる。

3．借地権の当初の存続期間中に借地上の建物の滅失があった場合、借地権
者は地上権の放棄又は土地の賃貸借の解約の申入れをすることができる。

4．借地権の当初の存続期間が満了し借地契約を更新する場合において、当
事者間でその期間を更新の日から10年と定めたときは、その定めは効力を
生じず、更新後の存続期間は更新の日から20年となる。

17
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賃貸借；借家契約 【H22-12】

　Ａは、Ｂ所有の甲建物につき、居住を目的として、期間2年、賃料月額10
万円と定めた賃貸借契約（以下この間において「本件契約」という。）をＢ
と締結して建物の引渡しを受けた。この場合における次の記述のうち、民法
及び借地借家法の規定並びに判例によれば、誤っているものはどれか。
1．本件契約期間中にＢが甲建物をＣに売却した場合、Ａは甲建物に賃借権
の登記をしていなくても、Ｃに対して甲建物の賃借権があることを主張す
ることができる。

2．ＡがＢとの間の信頼関係を破壊し、本件契約の継続を著しく困難にした
場合であっても、Ｂが本件契約を解除するためには、民法第541条所定の
催告が必要である。

3．本件契約が借地借家法第38条の定期建物賃貸借契約であって、造作買取
請求権を排除する特約がない場合、Ｂの同意を得てＡが甲建物に付加した
造作については、期間満了で本件契約が終了するときに、Ａは造作買取請
求権を行使できる。

4．本件契約が借地借家法第38条の定期建物賃貸借契約であって、賃料の改
定に関する特約がない場合、契約期間中に賃料が不相当になったと考えた
Ａ又はＢは、賃料の増減額請求権を行使できる。

18

〈こんな選択肢も出たことがある〉
ＡはＢと、Ｂ所有の甲建物につき、居住を目的として、期間３年、賃料
月額20万円と定めて賃貸借契約を締結した。ＡもＢも相手方に対し、本件
契約の期間満了前に何らの通知もしなかった場合、従前の契約と同一の条
件で契約を更新したものとみなされるが、その期間は定めがないものとな
る。

プラス
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賃貸借；使用貸借との比較 【H21-12】

　Ａ所有の甲建物につき、Ｂが一時使用目的ではなく賃料月額10万円で賃貸
借契約を締結する場合と、Ｃが適当な家屋に移るまでの一時的な居住を目的
として無償で使用貸借契約を締結する場合に関する次の記述のうち、民法及
び借地借家法の規定並びに判例によれば、誤っているものはどれか。
1．ＢがＡに無断で甲建物を転貸しても、Ａに対する背信的行為と認めるに
足らない特段の事情があるときは、Ａは賃貸借契約を解除できないのに対
し、ＣがＡに無断で甲建物を転貸した場合には、Ａは使用貸借契約を解除
できる。

2．期間の定めがない場合、ＡはＢに対して正当な事由があるときに限り、
解約を申し入れることができるのに対し、返還時期の定めがない場合、Ａ
はＣに対していつでも返還を請求できる。

3．Ａが甲建物をＤに売却した場合、甲建物の引渡しを受けて甲建物で居住
しているＢはＤに対して賃借権を主張できるのに対し、Ｃは甲建物の引き
渡しを受けて甲建物に居住していてもＤに対して使用借権を主張すること
ができない。

4．Ｂが死亡しても賃貸借契約は終了せず賃借権はＢの相続人に相続される
のに対し、Ｃが死亡すると使用貸借契約は終了するので使用借権はＣの相
続人に相続されない。

19
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賃貸借；定期借家 【H20-14】

　借地借家法第38条の定期建物賃貸借（以下この問において「定期建物賃貸
借」という。）に関する次の記述のうち、民法及び借地借家法の規定によれ
ば、正しいものはどれか。
1．賃貸人は、建物を一定の期間自己の生活の本拠として使用することが困
難であり、かつ、その期間経過後はその本拠として使用することになるこ
とが明らかな場合に限って、定期建物賃貸借契約を締結することができ
る。

2．公正証書によって定期建物賃貸借契約を締結するときは、賃貸人は、賃
借人に対し、契約の更新がなく、期間の満了により賃貸借は終了すること
について、あらかじめ、その旨を記載した書面を交付して説明する必要は
ない。

3．期間が1年以上の定期建物賃貸借契約においては、賃貸人は、期間の満
了の1年前から6か月前までの間に賃借人に対し期間満了により賃貸借が
終了する旨の通知をしなければ、当該期間満了による終了を賃借人に対抗
することができない。

4．居住の用に供する建物に係る定期建物賃貸借契約においては、転勤、療
養その他のやむを得ない事情により、賃借人が建物を自己の生活の本拠と
して使用することが困難となったときは、床面積の規模にかかわりなく、
賃借人は同契約の有効な解約の申入れをすることができる。

20



197

　借主Ａは、Ｂ所有の建物について貸主Ｂとの間で賃貸借契約を締結し、敷
金として賃料2ヵ月分に相当する金額をＢに対して支払ったが、当該敷金に
ついてＢによる賃料債権への充当はされていない。この場合、民法の規定及
び判例によれば、次の記述のうち正しいものはどれか。
1．賃貸借契約が終了した場合、建物明渡しと敷金返還とは同時履行の関係
に立たず、Ａの建物明渡しはＢから敷金の返還された後に行えばよい。

2．賃貸借契約期間中にＢが建物をＣに譲渡した場合で、Ｃが賃貸人の地位
を承継したとき、敷金に関する権利義務は当然にＣに承継される。

3．賃貸借契約期間中にＡがＤに対して賃借権を譲渡した場合で、Ｂがこの
賃借権譲渡を承諾したとき、敷金に関する権利義務は当然にＤに承継され
る。

4．賃貸借契約が終了した後、Ａが建物を明け渡す前に、Ｂが建物をＥに譲
渡した場合で、ＢＥ間でＥに敷金を承継させる旨を合意したとき、敷金に
関する権利義務は当然にＥに承継される。

賃貸借；敷金 【H15-11】21
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保　証 【H22-8】

　保証に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、誤っている
ものはどれか。
1．保証人となるべきものが、主たる債務者と連絡を取らず、同人からの委
託を受けないまま債権者に対して保証したとしても、その保証契約は有効
に成立する。

2．保証人となるべき者が、口頭で明確に特定の債務につき保証する旨の意
思表示を債権者に対してすれば、その保証契約は有効に成立する。

3．連帯保証ではない場合の保証人は、債権者から債務の履行を請求されて
も、まず主たる債務者に催告すべき旨を債権者に請求できる。ただし、主
たる債務者が破産手続開始の決定を受けたとき、又は行方不明であるとき
は、この限りではない。

4．連帯保証人が2人いる場合、連帯保証人間に連帯の特約がなくとも、連
帯保証人は各自全額につき保証責任を負う。

22
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不法行為 【H20-11】

　Ａが故意又は過失によりＢの権利を侵害し、これによってＢに損害が生じ
た場合に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、正しいもの
はどれか。
1．Ａの加害行為によりＢが即死した場合には、ＢにはＡに対する慰謝料請
求権が発生したと考える余地はないので、Ｂに相続人がいても、その相続
人がＢの慰謝料請求権を相続することはない。

2．Ａの加害行為がＢからの不法行為に対して自らの利益を防衛するために
やむを得ず行ったものであっても、Ａは不法行為責任を負わなければなら
ないが、Ｂからの損害賠償請求に対しては過失相殺をすることができる。

3．ＡがＣに雇用されており、ＡがＣの事業の執行につきＢに加害行為を行
った場合には、ＣがＢに対する損害賠償責任を負うのであって、ＣはＡに
対して求償することもできない。

4．Ａの加害行為が名誉毀
き

損
そん

で、Ｂが法人であった場合、法人であるＢには
精神的損害は発生しないとしても、金銭評価が可能な無形の損害が発生し
た場合には、ＢはＡに対して損害賠償請求をすることができる。

〈こんな選択肢も出たことがある〉
不法行為による損害賠償の請求権の消滅時効の期間は、権利を行使する
ことができることとなった時から10年である。

23
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転貸借 【H27-9】

　土地の転貸借に関する次の1から4までの記述のうち、民法の規定、判例
及び下記判決文によれば、誤っているものはどれか。
（判決文）

土地の賃借人が賃貸人の承諾を得ることなく右土地を他に転貸しても、
転貸について賃貸人に対する背信行為と認めるに足りない特段の事情があ
るため賃貸人が民法第612条第2項により賃貸借を解除することができな
い場合において、賃貸人が賃借人（転貸人）と賃貸借を合意解除しても、
これが賃借人の賃料不払等の債務不履行があるため賃貸人において法定解
除権の行使ができるときにされたものである等の事情のない限り、賃貸人
は、転借人に対して右合意解除の効果を対抗することができず、したがっ
て、転借人に対して賃貸土地の明渡を請求することはできないものと解す
るのが相当である。

１．土地の賃借人が無断転貸した場合において賃貸人に対する背信行為と認
めるに足りない特段の事情があるため賃貸人が無断転貸を理由に賃貸借契
約を解除できないときであっても、賃貸借契約を合意解除したときは、賃
貸人は転借人に対して賃貸土地の明渡しを請求することができる。

２．土地の賃貸人が転貸借について承諾を与えた場合には、賃貸人は、無断
転貸を理由としては賃貸借契約を解除することはできないが、賃借人と賃
貸借契約を合意解除することは可能である。

３．土地の賃借人が無断転貸した場合、賃貸人は、賃貸借契約を民法第612
条第２項により解除できる場合とできない場合があり、土地の賃借人が賃
料を支払わない場合にも、賃貸人において法定解除権を行使できる場合と
できない場合がある。

４．土地の賃借人が無断転貸した場合、転借人は、賃貸人と賃借人との間で
賃貸借契約が合意解除されたとしても、賃貸人からの賃貸土地の明渡し請
求を拒絶することができる場合がある。

24
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売主の瑕疵担保責任 【H23-9】

　次の１から４までの記述のうち、民法の規定及び下記判決文によれば、明
らかに誤っているものはどれか。
（判決文）

売買の目的物である新築建物に重大な瑕疵がありこれを建て替えざるを
得ない場合において、当該瑕疵が構造耐力上の安全性にかかわるものであ
るため建物が倒壊する具体的なおそれがあるなど、社会通念上、建物自体
が社会経済的な価値を有しないと評価すべきものであるときには、上記建
物の買主がこれに居住していたという利益については、当該買主からの工
事施工者等に対する建て替え費用相当額の損害賠償請求において損益相殺
ないし損益相殺的な調整の対象として損害額から控除することはできない
と解するのが相当である。

１．売買の目的物である新築建物に重大な瑕疵がありこれを建て替えざるを
得ない場合、買主は、工事施工者に対して損害賠償請求をすることができ
る。

２．売買の目的物である新築建物に、建て替えざるを得ないような重大な隠
れた瑕疵があって契約の目的を達成できない場合には、買主は売買契約を
解除することができる。

３．売買の目的物である新築建物に建て替えざるを得ない重大な瑕疵があ
り、同建物が社会通念上社会経済的な価値を有しないと評価すべきもので
ある場合、当該建物が現実に倒壊していないのであれば、買主からの工事
施工者に対する建て替え費用相当額の損害賠償請求において、買主の居住
利益が損害額から控除される。

４．売買の目的物である新築建物に建て替えざるを得ない重大な瑕疵があ
り、同建物が社会通念上社会経済的な価値を有しないと評価すべきもので
ある場合、買主が当該建物に居住したまま工事施工者に対して建て替え費
用相当額の損害賠償を請求しても、買主の居住利益が損害額から控除され
ることはない。
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契約の解除 【H22-9】

　契約の解除に関する次の1から4までの記述のうち、民法の規定及び下記
判決文によれば、誤っているものはどれか。
（判決文）

　同一当事者間の債権債務関係がその形式は甲契約及び乙契約といった2
個以上の契約から成る場合であっても、それらの目的とするところが相互
に密接に関連付けられていて、社会通念上、甲契約又は乙契約のいずれか
が履行されるだけでは契約を締結した目的が全体としては達成されないと
認められる場合には、甲契約上の債務の不履行を理由に、その債権者が法
定解除権の行使として甲契約と併せて乙契約をも解除することができる。

1．同一当事者間で甲契約と乙契約がなされても、それらの契約の目的が相
互に密接に関連付けられていないのであれば、甲契約上の債務の不履行を
理由に甲契約と併せて乙契約をも解除できるわけではない。

2．同一当事者間で甲契約と乙契約がなされた場合、甲契約の債務が履行さ
れることが乙契約の目的の達成に必須であると乙契約の契約書に表示され
ていたときに限り、甲契約上の債務の不履行を理由に甲契約と併せて乙契
約をも解除することができる。

3．同一当事者間で甲契約と乙契約がなされ、それらの契約の目的が相互に
密接に関連付けられていても、そもそも甲契約を解除することができない
ような付随的義務の不履行があるだけでは、乙契約も解除することはでき
ない。

4．同一当事者間で甲契約（スポーツクラブ会員権契約）と同時に乙契約
（リゾートマンションの区分所有権の売買契約）が締結された場合に、甲
契約の内容たる屋内プールの完成及び供用に遅延があると、この履行遅滞
を理由として乙契約を民法第541条により解除できる場合がある。
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保　証 【H25-7】

　次の１から４までの記述のうち、民法の規定及び下記判決文によれば、誤
っているものはどれか。
（判決文）

　期間の定めのある建物の賃貸借において、賃借人のために保証人が賃貸
人との間で保証契約を締結した場合には、反対の趣旨をうかがわせるよう
な特段の事情のない限り、保証人が更新後の賃貸借から生ずる賃借人の債
務についても保証の責めを負う趣旨で合意がされたものと解するのが相当
であり、保証人は、賃貸人において保証債務の履行を請求することが信義
則に反すると認められる場合を除き、更新後の賃貸借から生ずる賃借人の
債務についても保証の責めを免れないというべきである。

1．保証人が期間の定めのある建物の賃貸借の賃借人のために保証契約を締
結した場合は、賃貸借契約の更新の際に賃貸人から保証意思の確認がなさ
れていなくても、反対の趣旨をうかがわせるような特段の事情がない限
り、更新後の賃借人の債務について保証する旨を合意したものと解され
る。

2．期間の定めのある建物の賃貸借の賃借人のための保証人が更新後の賃借
人の債務についても保証の責任を負う趣旨で合意した場合には、賃借人の
未払賃料が１年分に及んだとしても、賃貸人が保証債務の履行を請求する
ことが信義則に反すると認められる事情がなければ、保証人は当該金額の
支払義務を負う。

3．期間の定めのある建物の賃貸借の賃借人のための保証人が更新後の賃借
人の債務についても保証の責任を負う場合、更新後の未払賃料について保
証人の責任は及ぶものの、更新後に賃借人が賃借している建物を故意又は
過失によって損傷させた場合の損害賠償債務には保証人の責任は及ばな
い。

4．期間の定めのある建物の賃貸借の賃借人のための保証人が更新後の賃借
人の債務についても保証の責任を負う旨の合意をしたものと解される場合
であって、賃貸人において保証債務の履行を請求することが信義則に反す
ると認められるときには、保証人は更新後の賃借人の債務について保証の
責任を負わない。
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法定地上権 【H21-7】

　法定地上権に関する次の1から4までの記述のうち、民法の規定、判例及
び判決文によれば、誤っているものはどれか。
（判決文）

　土地について1番抵当権が設定された当時、土地と地上建物の所有者が
異なり、法定地上権成立の要件が充足されていなかった場合には、土地と
地上建物を同一人が所有するに至った後に後順位抵当権が設定されたとし
ても、その後に抵当権が実行され、土地が競落されたことにより1番抵当
権が消滅するときには、地上建物のための法定地上権は成立しないものと
解するのが相当である。

1．土地及びその地上建物の所有者が同一である状態で、土地に1番抵当権
が設定され、その実行により土地と地上建物の所有者が異なるに至ったと
きは、地上建物について法定地上権が成立する。

2．更地である土地の抵当権者が抵当権設定後に地上建物が建築されること
を承認した場合であっても、土地の抵当権設定時に土地と所有者を同じく
する地上建物が存在していない以上、地上建物について法定地上権は成立
しない。

3．土地に1番抵当権が設定された当時、土地と地上建物の所有者が異なっ
ていたとしても、2番抵当権設定時に土地と地上建物の所有者が同一人と
なれば、土地の抵当権の実行により土地と地上建物の所有者が異なるに至
ったときは、地上建物について法定地上権が成立する。

4．土地の所有者が、当該土地の借地人から抵当権が設定されていない地上
建物を購入した後、建物の所有権移転登記をする前に土地に抵当権を設定
した場合、当該抵当権の実行により土地と地上建物の所有者が異なるに至
ったときは、地上建物について法定地上権が成立する。
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　次の1から4までの記述のうち、民法の規定及び下記判決文によれば、明
らかに誤っているものはどれか。
（判決文）

　請負人が建築した建物に重大な瑕
か

疵
し

があって建て替えるほかはない場
合に、当該建物を収去することは社会経済的に大きな損失をもたらすも
のではなく、また、そのような建物を建て替えてこれに要する費用を請
負人に負担させることは、契約の履行責任に応じた損害賠償責任を負担
させるものであって、請負人にとって過酷であるともいえないのである
から、建て替えに要する費用相当額の損害賠償請求をすることを認めて
も、民法第635条ただし書の規定の趣旨に反するものとはいえない。

1．請負の目的物である建物の瑕疵が重要でない場合であって、その修補に
過分の費用を要するときは、注文者は瑕疵の修補を請求することはできな
い。

2．請負の目的物である建物に重大な瑕疵があるためにこれを建て替えざる
を得ない場合には、注文者は、請負人に対し、建物の建て替えに要する費
用相当額の損害賠償請求をすることができる。

3．請負の目的物が建物であって、民法第635条ただし書によって注文者が
請負契約の解除をすることができない場合には、その規定の趣旨に照ら
し、注文者は建て替えに要する費用相当額の損害賠償請求をすることは認
められない。

4．請負の目的物である建物に重大な瑕疵があるためにこれを建て替えざる
を得ない場合であっても、瑕疵担保責任に基づく損害賠償請求は、請負人
が当該建物を引き渡した時から1年以内にしなければならない。

請負の瑕疵担保責任 【H24-5】29
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相　続 【H24-10】

　Ａは未婚で子供がなく、父親Ｂが所有する甲建物にＢと同居している。Ａ
の母親Ｃは平成23年3月末日に死亡している。ＡにはＢとＣの実子である兄
Ｄがいて、ＤはＥと婚姻して実子Ｆがいたが、Ｄは平成24年3月末日に死亡
している。この場合における次の記述のうち、民法の規定及び判例によれ
ば、正しいものはどれか。
1．Ｂが死亡した場合の法定相続分は、Ａが2分の1、Ｅが4分の1、Ｆが
4分の1である。

2．Ｂが死亡した場合、甲建物につき法定相続分を有するＦは、甲建物を1
人で占有しているＡに対して、当然に甲建物の明渡しを請求することがで
きる。

3．Ａが死亡した場合の法定相続分は、Ｂが4分の3、Ｆが4分の1である。
4．Ｂが死亡した後、Ａがすべての財産を第三者Ｇに遺贈する旨の遺言を残
して死亡した場合、ＦはＧに対して遺留分を主張することができない。

30

〈こんな選択肢も出たことがある〉
ＡがＢに対して1,000万円の貸金債権を有していたところ、Ｂが相続人
Ｃ及びＤを残して死亡した。Ｃが単純承認を希望し、Ｄが限定承認を希望
した場合には、相続の開始を知った時から３か月以内に、Ｃは単純承認
を、Ｄは限定承認をしなければならない。

プラス
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遺留分 【H20-12】

　Ａには、相続人となる子ＢとＣがいる。Ａは、Ｃに老後の面倒をみてもら
っているので、「甲土地を含む全資産をＣに相続させる」旨の有効な遺言を
した。この場合の遺留分に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、正
しいものはどれか。
1．Ｂの遺留分を侵害するＡの遺言は、その限度で当然に無効である。
2．Ｂが、Ａの死亡の前に、Ａ及びＣに対して直接、書面で遺留分を放棄す
る意思表示をしたときは、その意思表示は有効である。

3．Ａが死亡し、その遺言に基づき甲土地につきＡからＣに対する所有権移
転登記がなされた後でも、Ｂは遺留分に基づき減殺を請求することができ
る。

4．Ｂは、遺留分に基づき減殺を請求できる限度において、減殺の請求に代
えて、その目的の価額に相当する金銭による弁償を請求することができ
る。

〈こんな選択肢も出たことがある〉
被相続人Ａの配偶者ＢとＡの弟Ｃのみが相続人であり、Ａが他人Ｄに遺
産全部を遺贈したとき、Ｂの遺留分は遺産の 、Ｃの遺留分は遺産の で
ある。

３
８

1
８

31
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区分所有法 【H22-13】

　建物の区分所有等に関する法律に関する次の記述のうち、正しいものはど
れか。
1．専有部分が数人の共有に属するときは、規約で別段の定めをすることに
より、共有者は議決権を行使すべき者を2人まで定めることができる。

2．規約及び集会の決議は、区分所有者の特定承継人に対しては、その効力
を生じない。

3．敷地利用権が数人で有する所有権その他の権利である場合には、区分所
有者は、規約で別段の定めがあるときを除き、その有する専有部分とその
専有部分に係る敷地利用権とを分離して処分することができる。

4．集会において、管理者の選任を行う場合、規約に別段の定めがない限
り、区分所有者及び議決権の各過半数で決する。

〈こんな選択肢も出たことがある〉
規約に別段の定めがある場合を除いて、各共有者の共用部分の持分は、
その有する専有部分の壁その他の区画の内側線で囲まれた部分の水平投影
面積の割合による。

32
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区分所有法 【H24-13】

　建物の区分所有等に関する法律に関する次の記述のうち、誤っているもの
はどれか。
1．共用部分の保存行為は、規約に別段の定めがない限り、集会の決議を経
ずに各区分所有者が単独ですることができる。

2．共用部分の変更（その形状又は効用の著しい変更を伴わないものを除
く。）は、区分所有者及び議決権の各4分の3以上の多数による集会の決
議で決するが、規約でこの区分所有者の定数及び議決権を各過半数まで減
ずることができる。

3．管理者は、その職務に関して区分所有者を代理するため、その行為の効
果は、規約に別段の定めがない限り、本人である各区分所有者に共用部分
の持分の割合に応じて帰属する。

4．共用部分の管理に要した各区分所有者の費用の負担については、規約に
別段の定めがない限り、共用部分の持分に応じて決まる。

33



233

集会・規約 【H21-13】

　建物の区分所有等に関する法律（以下この問において「法」という。）に
ついての次の記述のうち、誤っているものはどれか。
1．管理者は、少なくとも毎年1回集会を招集しなければならない。また、
招集通知は、会日より少なくとも1週間前に、会議の目的たる事項を示
し、各区分所有者に発しなければならない。ただし、この期間は、規約で
伸縮することができる。

2．法又は規約により集会において決議をすべき場合において、これに代わ
り書面による決議を行うことについて区分所有者が1人でも反対するとき
は、書面による決議をすることができない。

3．建替え決議を目的とする集会を招集するときは、会日より少なくとも2
月前に、招集通知を発しなければならない。ただし、この期間は規約で伸
長することができる。

4．他の区分所有者から区分所有権を譲り受け、建物の専有部分の全部を所
有することとなった者は、公正証書による規約の設定を行うことができ
る。

〈こんな選択肢も出たことがある〉
集会においては、法で集会の決議につき特別の定数が定められている事
項を除き、規約で別段の定めをすれば、あらかじめ通知した事項以外につ
いても決議することができる。

34
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表題登記 【H21-14】

　不動産の表示に関する登記についての次の記述のうち、誤っているものは
どれか。
1．土地の地目について変更があったときは、表題部所有者又は所有権の登
記名義人は、その変更があった日から1月以内に、当該地目に関する変更
の登記を申請しなければならない。

2．表題部所有者について住所の変更があったときは、当該表題部所有者
は、その変更があったときから1月以内に、当該住所についての変更の登
記の申請をしなければならない。

3．表題登記がない建物（区分建物を除く。）の所有権を取得した者は、そ
の所有権の取得の日から1月以内に、表題登記を申請しなければならな
い。

4．建物が滅失したときは、表題部所有者又は所有権の登記名義人は、その
滅失の日から1月以内に、当該建物の滅失の登記を申請しなければならな
い。

35
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登記申請 【H17-16】

　不動産登記の申請に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。
1．登記の申請を共同してしなければならない者の一方に登記手続をすべき
ことを命ずる確定判決による登記は、当該申請を共同してしなければなら
ない者の他方が単独で申請することができる。

2．相続又は法人の合併による権利の移転の登記は、登記権利者が単独で申
請することができる。

3．登記名義人の氏名若しくは名称又は住所についての変更の登記又は更正
の登記は、登記名義人が単独で申請することができる。

4．所有権の登記の抹消は、所有権の移転の登記の有無にかかわらず、現在
の所有権の登記名義人が単独で申請することができる。
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